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３月２日差し替え版



鳥取県産業振興未来ビジョン（素案）について 

令和３年３月２日 

商 工 政 策 課 

現行の経済成長戦略（鳥取県経済成長創造戦略）が今年度で最終年度を迎えることから、現在、後継戦略の位

置づけとなる「鳥取県産業振興未来ビジョン」の策定に向け検討を進めています。このたび、以下のとおり素案

を作成しましたので御報告いたします。 

 （産業振興未来ビジョン検討の経過） 

  ・現行の経済成長戦略（鳥取県経済成長創造戦略）について、今年度が最終年度（計画期間：H22～R2）であり、戦略目標（実

質 GDP を H22 比 700 億円増）を達成見込みである。 

  ・人口減少・少子高齢化、Society5.0 やグローバリズムの進展など、コロナ以前から直面する社会・経済課題に加え新型コロ

ナウイルス感染症の強い影響下、将来に亘って持続可能な県経済・産業の確保を目指し、新たなビジョン策定に向け検討に

着手した。 

  ・昨年、有識者による検討会議を開催（８月、１１月）し、コロナ禍が及ぼす県内外経済・雇用への影響認識と併せ、ビジョ

ンにかかる論点整理を行った。その後、対策強化の方向性・内容など、企業・団体、学術機関（専門高校等）等との意見交

換を実施するなどしながら、このたびビジョン（素案）のとりまとめを行った。 

  

１． 産業振興未来ビジョン（素案）の概要 

（１）ビジョン（素案）のポイント 
①コロナ危機を克服し、県経済・産業の「再生」と「持続的発展」を目指すものとする。 

②ビジョンの推進エンジンとして６つのリーディング・プログラム（重点推進項目）を定め、重点推進する。 

③プログラム推進に際し、県内経済を牽引してきた基盤的産業 （電子電機、素形材、食品、観光、バイオ・ 

ヘルスケア等）の成長促進、優れた県内技術の地産地消、女性や障がい者など多様な人材の多様な働き方の 

実現など、本県が培ってきた産業競争力の源泉（強み）を最大限活かしていく。 

④複数の検証指標群（ダッシュボード）及びプログラムＫＰＩ（重要業績評価指標）により、ビジョン検証を 

行う。その際、官民連携組織「鳥取県産業振興未来ビジョン推進会議」を設置し、ビジョン進捗の点検・評 

価を実施する。 

（２）県政策上の位置づけ 
   ・「県将来ビジョン」や「県令和新時代創造戦略」を商工労働分野において補完し、当該分野における具体的な

取組の方向性を示す。 

（３）計画期間 

令和３年度（２０２１年度）～１２年度（２０３０年度）の１０年間 

（４）基本目標 

    「コロナ危機を克服し、県経済・産業の“再生”と“持続的発展”を実現」 

【基本目標達成に向けた３つの指針】 

  ビジョン推進に際して必要となる各種施策の大きな方向性を示すものであり、２０３０年 
における「県内総生産２兆円」「製造品出荷額１兆円」達成に向け、力強い県内産業構造へ 
の転換を目指していく。 

   ①再生（コロナ危機からの早期脱却） 
   ②発展（基盤的産業の成長と新たな潮流を引き込む産業創造・転換） 
   ③基盤（人材育成・確保、分散引き込みなど持続的発展に向けた礎形成） 

（５）検証指標 
・基本目標の達成に向け、より県民の実感に沿った形で進捗検証を行うため、「雇用の維持」「県民生活の豊かさ 

向上（所得・生産性）」「多様な人材の労働参画」などの指標群（ダッシュボード）を設定する。 

・併せて、別途設定するプログラムＫＰＩを含め、複合的視点でビジョン全体の達成状況にかかる検証を行う。 

【ビジョン進捗状況を検証する指標群(ダッシュボード)】 

    ［短期的指標群］※経済・雇用動向を即時的に把握できる短期的指標を中心に設定 

     ①有効求人倍率 ②景況感 ③月間給与額 ④鉱工業生産指数 ⑤企業倒産件数 

    ［長期的指標群］※経済・雇用動向のマクロ傾向を把握できる中長期的指標を中心に設定 

  ①県内総生産  ②労働生産性（一人当たり県内総生産） ③一人当たり県民所得 

④製造品出荷額 ⑤労働参画率 

（６）対策の方向性 

・以下６つの視点を複合的に組み合わせながら、必要となる対策を継続的に推進していく。 
※各視点は、人口減少・少子高齢化をはじめグローバリズムの進展など県内産業を継続的に取り巻く社会・経済課題や、 

集中から分散、デジタルシフトなどコロナ禍の下で顕在化しつつある社会経済変容などを踏まえ、取り組むべき対策 

の方向性を示すもの。 

・中でも、コロナ危機からの再生・持続的発展に向け、今後３年間程度、集中的に取り組んでいくべき対策につ

いて、「再生・発展リーディング・プログラム」として重点推進していく。 
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 再生・発展リーディング・プログラム（重点推進対策） 

・プログラム毎にＫＰＩ設定しながらＰＤＣＡサイクルを回していくとともに、今後の経済・雇用情勢変化に応じ、 

対策の追加・見直しを行うなど機動的に対応していく（プログラム概要版は次頁以降に掲載しています）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．今後の予定  
○今後、パブリックコメントを行いながら、今年度末にビジョンとりまとめを行う（３月中にパブリックコメント 

を行い、意見反映を行ったビジョン案について、改めて本委員会へ御報告いたします）。 
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